
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

農 村

ＪＲ

13-016

ケニア共和国 

テーラーメード育種と栽培技術開発 

のための稲作研究プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

農村開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2013年）  

平成 25 年１月 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ケニア共和国 

テーラーメード育種と栽培技術開発 

のための稲作研究プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

農村開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2013年）  

平成 25 年１月 



 

 

序     文 
 

日本国政府は、ケニア共和国政府の要請に基づき、「テーラーメード育種と栽培技術の開発によ

る稲作安定化・生産性向上プロジェクト」（要請時）に関する詳細計画策定調査を行うことを決定

し、独立行政法人国際協力機構が本調査を実施しました。 

調査団は2012年10月25日から11月3日まで現地に派遣され、関係機関における現地調査とともに、

ケニア共和国政府関係者との協議を重ね、基本計画について合意しました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願います。 

ここに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成25年1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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略 語 表 
略 語 正 式 名 称 日 本 語 

ASDS 
Agricultural Sector Development Strategy 

2010-2012 
農業セクター開発戦略 

C/P Counterpart カウンターパート 

CARD Coalition for African Rice Development アフリカ稲作振興のための共同体 

DUS Distinct, Uniform, Stable 区別性、均一性、安定性 

EAAPP 
East African Agricultural Productivity 

Project 
東アフリカ農業生産性プロジェクト 

FAO 
Food and Agriculture Organization of the 

United Nations 
国連食糧農業機関 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GOK Government of Kenya ケニア政府 

ICCAE 
International Cooperation Center for 
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ター 
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JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 
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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 
担当部：農村開発部乾燥畑作地帯課 

１．案件名 

ケニア共和国「テーラーメード育種と栽培技術開発のための稲作研究プロジェクト」 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における農業セクターの現状と課題 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の農業セクターはGDPの20％、労働人口の60％

を占め、国家経済の重要な役割を果たしている。ケニアにおいて、三大主食作物であるメ

イズ、小麦、コメのうち、コメの消費は都市部を中心に急増している。他方、コメの需要

の伸びに対し国内生産量は伸びておらず、コメの自給率は約20％（小麦は40％）にとどま

っている。そのため、コメの輸入は急増し、主にパキスタンなどからの輸入に依存してい

る状況にある。したがってコメの増産はケニアの食糧安全保障にとって重要な課題となっ

ている。 

ケニアにおけるコメ生産の約80％は、主に灌漑水田で行われているが、その他、天水田、

谷地田などで水稲が栽培されており、陸稲の栽培も小規模ながら行われている。これらの

稲作地帯は、主に、作物生産に必要な降雨量が期待できる標高1,000～1,500mの地域に点在

しており、標高800m以下の地域で稲作が行われているのは、インド洋沿岸や河川流域など

に限られている。このような農業環境においてコメを増産するためには、灌漑稲作の安定

化と生産性向上に加え、栽培面積の拡大を図ることが必要である。ケニアにおける稲作は、

灌漑水田における水不足、いもち病、イネ黄斑病（Rice Yellow Mottle Virus：RYMV）、高

原地帯における冷害、陸稲栽培における旱魃害などさまざまな生物的・非生物的ストレス

にさらされている。土壌や栽培環境及び栽培するイネの品種に合わせた栽培技術は開発さ

れておらず、コメ増産の阻害要因の1つとなっている。 

これを受け、コメの増産に対応するためには、ケニアの多様な栽培環境におけるさまざ

まな生物的・非生物的ストレスに適応したイネ品種の開発、さらに品種の能力を十分に引

き出し、持続的稲作を可能とする栽培技術の開発に資する研究の実施が求められている。

本プロジェクトの実施機関であるケニア農業研究所（Kenya Agricultural Research 

Institute：KARI）は、本部を含め29センター、研究者数542名を擁する農業省（Ministry of 

Agriculture：MoA）管轄の農業研究機関である。このうちイネ研究は、本事業の対象地域で

あるムエア灌漑事業地区に所在するKARIムエアセンターを拠点として実施されている。 

 

（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

農業生産向上はケニアの重要な課題であり、国家開発計画であるKenya Vision 2030（2008

～2030年）において、農業は重要セクターとして位置づけられている。農業セクター開発

戦略（Agriculture Sector Development Strategy：ASDS）（2010～2020年）においては、農業

の生産性と成果の改善が重点目標の1つに掲げられている。また、2008年策定の国家稲作振

興計画（National Rice Development Strategy：NRDS）（2008～2018年）では、食糧安全保障

の強化と農民の生計向上のための稲作振興政策が掲げられている。本プロジェクトはこれ

らの重点戦略と整合した支援である。 

 

（3）農業セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

わが国の「対ケニア国別援助方針」（2012年度）では、①経済インフラ整備、②農業開

発、③環境保全、④人材育成、⑤保健･医療の5つを重点分野としている。本プロジェクト

は②農業開発に位置づけられる。また JICAは2008年5月に開催された第4回アフリカ
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開発会議（TICAD IV）において、2018年までにアフリカにおけるコメの生産量を倍増させ

ることをめざしアフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development：

CARD）を設立し、アフリカ諸国における稲作振興を促進している。ケニアはCARDの第一

優先国の1つであり、本プロジェクトはCARD推進の一環をなすものである。 

 

（4）他の援助機関の対応 

稲作分野では世界銀行が森林・水資源の共同管理体制の強化による生計向上を目的に天

然資源管理プロジェクト（National Resource Management Project：NRMP）を実施中（2007

年12月～2013年6月）であり、ムエア灌漑事業区の一部を含むNderewa North地区及びMarura 

Outgrower地区において稲作栽培技術の指導を行っている。また韓国が稲作技術の普及を目

的に韓国国際農業プロジェクト（Korea Project on International Agriculture：KOPIA）をムエ

ア灌漑事業区などで実施している。 

３．事業概要 

（1）事業目的 

本プロジェクトは、ケニア国内のコメ増産に資するために、ケニア農業研究所（KARI）

を実施機関とし、国家灌漑公社（National Irrigation Board：NIB）と協力を図りながら、ケ

ニア向けイネ育種素材の研究・開発（成果1～3）及び品種の能力を十分に発現させる栽培

技術の研究・開発（成果4、5）を通して、イネ研究開発の基盤を構築することを目的とす

る。 

 

（2）協力期間 

2013年5月～2018年4月（60カ月） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

ケニア農業研究所（KARI）及び協力機関のイネ研究者（約20名）、ケニアのイネ研究者

（約100名）及びムエア地域の農民（約6,070世帯） 

 

（4）協力総額（JICA側） 

3億5,000万円 

 

（5）相手国側機関 

責任機関：農業省（Ministry of Agriculture：MoA）作物管理局 

実施機関：ケニア農業研究所（Kenya Agricultural Research Institute：KARI） 

協力機関：水灌漑省（Ministry of Water and Irrigation：MWI）国家灌漑公社（National 

Irrigation Board：NIB）、大学 

 

（6）国内協力機関 

名古屋大学、山形大学、岡山大学、島根大学 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家派遣 

a）長期派遣専門家：業務調整員（60人/月） 

b）短期派遣専門家：チーフアドバイザー及び以下の分野の専門家 

栽培学、作物学、資源循環学、植物遺伝育種学、耐旱性品種開発、耐冷性品種開発、
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低肥条件適応性品種開発、植物栄養・土壌学、農業生態学等 

② 供与機材：プロジェクト実施に必要な機材 

③ 本邦研修：日本での研修（長期・短期） 

④ プロジェクト運営費：消耗品、補助スタッフの雇用、セミナー開催費等 

 

2）ケニア側 

① カウンターパート（C/P）：研究者の配置（プロジェクト・ディレクター、プロジェ

クト・マネジャー、低肥条件適応性、耐旱性、いもち病抵抗性、耐冷性、土壌・水

管理等） 

② 施設等：専門家執務スペース、試験栽培圃場 

③ プロジェクトに必要なデータと情報 

④ プロジェクト実施のための費用：C/Pの人件費、光熱・水道費、資機材・設備の維持

管理費等 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

環境・貧困・ジェンダー等への配慮 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠 

技術協力プロジェクトによる人材育成を通じた研究枠組みの構築を主たる目的とする

共同研究事業であり、用地取得・住民移転は想定されず、環境面における大きな影響は

想定されない。 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減：特になし。 

3）その他：特になし。 

 

（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

ムエア灌漑事業区への支援は「ムエア地区灌漑開発計画実施調査」（1988～89年）に

よる開発調査が起点となっている。その後、1989年から91年に実施された無償資金協力

「ムエア灌漑開発計画」により灌漑水路の設置や頭首工の改修等が行われた。さらに1991

年から98年にかけて、技術協力「ムエア灌漑農業開発計画」（1991～96年）とその後の

フォローアップ事業（1996～98年）を通じ、同灌漑事業区の運営維持管理と農民への稲

作指導を担うNIBの人材育成を支援した。その後、 2010年 8月に借款契約（Loan 

Agreement：LA）調印がなされた円借款「ムエア灌漑開発事業」（2010～17年）において

新規ダムの建設、水路の新設/改修等がなされる計画となっている。また上記円借款の援

助効果を高めるため、技術協力プロジェクト「稲作を中心とした市場志向農業振興プロ

ジェクト（Rice-based and Market-oriented Agriculture Promotion Project：Rice-MAPP）」が

2012年1月から5年間の予定で実施されている。同Rice-MAPPにおける成果を情報共有する

ことで、本プロジェクトの成果4、5（栽培技術分野）の達成に相乗効果が期待される。

 

② 他ドナー等の援助活動 

２．（4）のとおり。 
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４．協力の枠組み 

（1）協力概要 

1）プロジェクト目標 

ケニア向けイネ品種と栽培技術の開発のための基盤が整備される。 

指標1. xx名の研究者が修士・博士号を取得する。 

2. イネ品種開発計画がケニア政府に採用されて実施される。 

3. 栽培技術実証試験マニュアルが作成される。 

2）成果及び活動 

成果1：ケニア向けイネ品種を開発するための体制が整備される。 

指標1-1 交配・育成施設が整備される。 

1-2 評価形質に応じた評価圃場が整備される。 

1-3 評価形質に応じた基準品種が整備される。 

1-4 育種・形質評価に関する手引きが作成される。 

1-5 品種維持保存体制が確立する。 

活動1-1 交配育成施設を整備する。 

1-2 品種特性評価圃場を整備する。 

1-3 品種特性評価用基準品種を整備する。 

1-4 育種・特性評価に関する手引きを作成する。 

1-5 品質維持保存体制を確立する。 

 

成果2：既存品種の育種素材としての有用性が検証される。 

指標2-1 xx品種の特性が評価される。 

2-2 育種素材として利用価値の高い農業形質が特定される。 

2-3 新規QTL1が少なくとも3つ検出される。 

活動2-1 既存品種の特性を評価する。 

2-2 既存品種の有用農業形質を特定する。 

2-3 有用農業形質に関するQTL解析を行う。 

 

成果3：ケニア向けイネ品種の開発に必要な中間母本2が作出される 。 

指標3-1 ケニアで利用可能な3つのQTLが特定される。 

3-2 ケニアで有用なQTLが3つマーカー選抜3できるようになる。 

3-3 ケニア向け品種の開発に利用可能な中間母本が5系統開発される。 

活動3-1 有用QTLを導入したNIL/RIL4を作出する。 

3-2 有用QTL導入効果を明らかにする。 

3-3 有用QTLを導入した中間母本を作出する。 

3-4 イネ品種開発計画をドラフトする。 

                                                  
1 QTL：Quantitative Trait Lociの略で量的形質遺伝子座のこと。量的形質に影響を与える染色体上の DNA領域のこと。 
2 中間母本：交配と選抜を繰り返すことによって得られる、有用な 1つ以上の形質（耐病性、耐旱性、耐冷性、多収性、低肥条

件適応性など）について優れた遺伝特性を備え、新品種育成のための母本として利用可能な系統。 
3 マーカー選抜：交配親がもつ優良形質に関与する遺伝子をもつ個体を、目的とする遺伝子と密接に連鎖する DNAの塩基配列

の違いを指標として選抜する方法。 
4 NIL/RIL：それぞれ Near-Isogenic Line（準同質遺伝子系統）と Recombinant Inbred Lies（組換え自殖系統）の略。NILは、ほぼ

同質の遺伝的背景を有する系統のこと。一方、RILは、交配によって得られた雑種個体を数世代にわたって自植し養成した系

統のことで、染色体上のさまざまな領域に組み換えが生じることにより、交配に用いた 2つの系統の染色体が複雑に混じり合

っている。 
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成果4：ケニアの既存稲作技術を基盤とする技術改善方策を農家圃場で実証するための体

制が整備される。 

指標4-1 栽培環境と栽培管理の実態が明らかになる。 

4-2 栽培技術上の課題が2つ抽出される。 

4-3 栽培技術改善方策が提示される。 

活動4-1 ケニアの栽培環境と栽培管理の実態を調査する。 

4-2 栽培技術に関する課題を抽出する。 

4-3 栽培技術改善方策を開発する。 

4-4 栽培技術実証試験マニュアルを作成する。 

4-5 栽培技術改善に関する実証試験を農家圃場で試行する。 

 

成果5：品種の能力を十分に発現させる栽培技術が開発される。 

指標5-1 有用QTLが有効に機能するための条件が明らかになる。 

5-2 品種の能力を十分に発現させる栽培技術が2種類開発される。 

活動5-1 栽培環境及び栽培管理が既存品種の機能発現に及ぼす影響を解析する。 

5-2 栽培環境及び栽培管理が有用QTL導入系統の機能発現に及ぼす影響を明らか

にする。 

5-3 有用QTLが有効に機能するための条件を調査する。 

5-4 品種の能力を十分に発現させる栽培技術を開発する。 

 

3）プロジェクト実施上の留意点 

・本プロジェクトの実施機関は農業省が直轄するKARIであるが、一部プロジェクト活動

は、設備が比較的整っているNIBの施設を利用する。このため、本プロジェクトの実施

に際しては両機関が各々の機関の責務・役割を明確にした覚書きを締結することとす

る。 

・ケニアの政策では事業を特定の地域や民族に集中させないという配慮がある。そこで、

本プロジェクトでは、ケニア国内でのコメ生産の中心となる灌漑水田稲作に適した環

境を有するムエア灌漑事業区を主な研究拠点とするが、同灌漑事業区以外においても

天水に頼る水稲や、陸稲に適合するイネ育種素材及び栽培技術の研究・開発も行う。

なお、ムエア灌漑事業区外の研究場所の決定については、コメ栽培のポテンシャルを

有する西部（ニャンザ州アヘロ）等を想定しているが、プロジェクト開始後に現地踏

査のうえ、ステアリング・コミッティ（SC）の場において決定することとする。 

・プロジェクトで開発された新品種が登録品種としてケニアで普及されるためには、ケ

ニア植物検疫所（Kenya Plant Health Inspectorate Service：KEPHIS）による承認が必要と

なる。プロジェクト実施中からKEPHISと情報共有を図る必要がある。 

・本プロジェクトの研究成果、研究方法等の情報交換を、CARD、国際稲研究所

（International Rice Research Institute：IRRI）及び世界銀行が実施中のプロジェクト「東

アフリカ農業生産性プロジェクト（East African Agricultural Productivity Project：

EAAPP）」を通じてケニア以外のアフリカ諸国との間で促進することにより、CARD

推進を担うことが期待される。プロジェクト開始後にCARD事務局等との間で情報交換

方法等について検討する必要がある。 

・プロジェクトの協力機関として、NIBの他にジョモ・ケニヤッタ農工大学、マセノ大学

等、ケニア国内の大学との連携を検討している。 
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（2）その他インパクト 

・本プロジェクトの実施を通して、ケニア国内におけるセミナー等での発表・報告によ

り、C/Pだけでなくケニア稲研究者全体に対する人材育成を通じて、プロジェクト終了

後の国家稲作振興計画の促進が期待される。 

・本プロジェクトはスーパーゴールに、開発された品種及び栽培技術の普及展開を設定

しており、プロジェクト終了後、稲作振興政策が維持される条件が満たされることに

より、コメ増産及びケニアの食糧安全保障へのインパクトが期待される。また、地球

規模課題である食糧安全保障への対応としてのインパクトも期待できる。 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（1）事業実施のための前提 

・名古屋大学とKARIの間で研究成果利用等についての合意文書（Memorandum of 

Understanding：MoU）が早急に締結される。 

（2）成果達成のための外部条件 

・C/P研究者の大部分が異動しない。 

・極端な旱魃や低温などの異常気象が起こらない。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ケニアにおける政治的・社会的安定性が保たれる。 

６．評価結果 

本プロジェクトは、ケニアの開発政策、セクター戦略、開発ニーズ、日本の援助政策と十分

に合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

ケニア国「稲作を中心とした市場志向農業振興プロジェクト」（2012～2017） 

同プロジェクトはMoAとMWI等複数の協力のもとで実施する案件であるが、合同調整委員会、

技術委員会、実施委員会等を活用し、複数の機関の役割を調整しつつ各機関の支援を最大限に

引き出し、案件を円滑に運営している。本案件も複数の関係機関が関係する構造であることか

ら合同調整委員会の活用等を通じて円滑な実施を図ることとする。 

８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．（1）のとおり 

 

（2）今後の評価計画 

・中間レビュー 2015年11月頃 

・終了時評価  2017年12月頃 
 



 

－1－ 

第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 詳細計画策定調査の背景 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す、面積58万3,000km2、人口3,980万人）では、コメの需要

増加に対して国内生産が追いついておらず、コメの輸入が急増し、コメの増産はケニアの食糧安

全保障にとって重要な課題となっている。このような状況のもと、ケニアは2009年10月、2018年

までにコメ生産を倍増することを目標とする国家稲作振興計画（Kenya National Rice Development 

Strategy：NRDS）を策定した。また、わが国はTICAD Ⅳにおいて掲げたイニシアティブ「アフリ

カ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development：CARD）」のもと、右対象国で

あるケニアに対し、上記NRDSを踏まえた稲作振興に取り組む農業アドバイザー（専門家）の派遣、

ケニアにおける最大の稲作地帯であるムエア灌漑地区の作付面積の増大（円借款）、稲作を中心と

した市場志向農業振興プロジェクト（Rice-based and Market-oriented Agriculture Promotion Project：

Rice-MAPP、技術協力プロジェクト）等を通して稲作振興を多角的に支援してきている。 

ケニアにおけるコメ生産の約80％は、主に灌漑水田で行われているが、その他、天水田、谷地

田などで水稲が栽培されており、陸稲の栽培も小規模ながら行われている。これらの稲作地帯は、

主に、作物生産に必要な降雨量が期待できる標高1,000～1,500mの地域に点在しており、標高800m

以下の地域で稲作が行われているのは、インド洋沿岸や河川流域などに限られている。このよう

な農業環境においてコメの増産を達成するためには、灌漑水田稲作の安定化と生産性向上に加え、

栽培面積拡大を図ることが必要である。栽培面積の拡大にあたっては、陸稲を普及させ、栽培体

系のひとつとして組み込むことが期待されている。しかし、ケニアにおける稲作は、灌漑水田に

おける水不足、いもち病、イネ黄斑病（Rice Yellow Mottle Virus：RYMV）、高原地帯における冷害、

陸稲栽培における旱魃害などさまざまな生物的・非生物的ストレスにさらされており、コメの増

産は阻害されている。また、天水低湿地など稲作が可能な土地が未利用のまま多く残されている

など、生産ポテンシャルを十分に利用できていないのが現状である。これらの問題を解決し、コ

メの生産倍増を達成するためには、ケニアの多様な栽培環境におけるさまざまな生物的・非生物

的ストレスに適応したイネ品種の開発が必要である。また、品種の能力を十分に引き出し、持続

的稲作を可能とする栽培方法の開発も重要である。 

このような状況のもと、ケニア政府は、イネ育種システムの構築、ケニア向けイネ品種と栽培

技術を開発するためのさまざまな課題への解決能力を強化すべく、イネ育種及び栽培技術開発の

長い歴史と経験を有するわが国に対して協力を要請した。並行して名古屋大学より独立行政法人

科学技術振興機構（JST）に対し研究申請が行われた。 

 

１－２ 調査の目的 

本詳細計画策定調査の目的は以下のとおりである。 

（1）プロジェクトを開始するに際し、必要な情報が収集・整理される。 

（2）ケニア側関係機関とともにプロジェクトの詳細計画が策定される。また、プロジェクト内

容及び実施方針について関係機関と共通認識が得られる。 

（3）ケニア側よりSATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力）案件に係る認識・理解を得

られる。 

（4）案件の事前評価を行い、その実施に係る妥当性が確認される。 
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１－３ 調査団構成 

本詳細計画策定調査は以下の団員構成で実施した。なお、オブザーバーとして、本プロジェク

トの本邦での活動実施を支える独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology 

Agency：JST）から同行した。 

氏 名 担 当 分 野 所 属 

牧野 耕司 団長 JICA農村開発部 畑作地帯第二グループ次長 

山内 章 栽培環境/研究代表 名古屋大学 大学院生命農学研究科 教授 

槇原 大悟 
栽培技術/プロジェクトリ

ーダー 
名古屋大学 農学国際教育協力研究センター 准教授

土井 一行 イネ育種 名古屋大学 大学院生命農学研究科 准教授 

鈴木 順子 計画管理 JICA農村開発部乾燥畑作地帯課 ジュニア専門員 

今野 公博 評価分析 久心コンサルタント株式会社 

 

＜オブザーバー＞ 

氏 名 所 属 

国分 牧衛 
科学技術振興機構（JST）SATREPS生物資源分野研究主幹 

東北大学 大学院農学研究科 教授 

発 正浩 JST地球規模課題国際協力室 主任調査員 

高橋 美穂 JST地球規模課題国際協力室 調査員 

 

１－４ 調査日程 

現地調査は、2012年10月25日から11月3日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

No. 月日 曜日 スケジュール 宿泊地 

1 10月24日 水 東京発 機中 

2 10月25日 木 13:00 ナイロビ着 

14:00 JICAケニア事務所表敬兼打合せ 

16:00 農業省事務次官表敬兼打合せ 

ナイロビ 

3 10月26日 金 08:00 ケニア農業研究所（KARI）表敬兼打合せ 

移動ナイロビ ムエア 

11:00 国家灌漑公社（NIB）MIADセンター表敬兼打合せ 

圃場調査 

15:00 KARIムエア支所表敬兼打合せ 

18:00 団内打合せ 

ムエア 

4 10月27日 土 圃場調査（圃場、灌漑施設、市場） 

移動ムエア ナイロビ 

ナイロビ 

5 10月28日 日 団内打合せ 

ミニッツ案作成 

ナイロビ 
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6 10月29日 月 10:00 農業省稲作アドバイザーとの打合せ 

11:00 農業省作物副局長との打合せ 

15:00 NIB表敬兼打合せ 

16:00 水灌漑省表敬兼打合せ 

ナイロビ 

7 10月30日 火 9:00 プロジェクトフレームワーク検討ワークショップ

（農業省、KARI、水灌漑省、NIB、MIADセンター） 

12:00 KARIとの打合せ 

16:00 団内打合せ 

ナイロビ 

8 10月31日 水 11:30 JICAケニア事務所と打合せ 

14:00 農業省作物局長との打合せ 

ナイロビ 

9 11月1日 木 08:00 ミニッツ協議（KARI） 

10:00 在ケニア日本大使館報告 

11:00 財務省表敬兼報告 

14:00 JICAケニア事務所報告 

16:00 団内打合せ 

ナイロビ 

10 11月2日 金 08:00 ミニッツ署名（KARI） ナイロビ 

11 11月3日 土 ナイロビ発→ 機中 

12 11月4日 日 →東京着 

〔今野団員は追加調査（1週間）、牧野団長はカメルーンへ

移動〕 
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第２章 協力分野の現状と課題 
 

２－１ ケニアのコメの消費、輸入、国内生産 

付属資料4．別添表－１（73ページ）には、コメの生産・輸入量・輸出量・消費量、メイズ（ト

ウモロコシ）及び小麦の消費量、人口を示している。1990年のコメの消費量は10万トン、1人当た

りのコメの消費量は49kgであった〔人口：2,140万人（1989年）〕。2009年になると、コメの消費量

は34万トンに達し、1人当たりのコメの消費量は113kg〔人口：3,860万人（2009年）〕と2.3倍に急

増した。2012年には40万トンに達する見込みである。 

他方、1989年から2009年のケニア内のコメの生産量は20から46万トン（2008年は冷害のため1万

5,000トン）であり、国内消費量と比べて伸びは小さく、一方では急増しているコメの消費量を賄

うために輸入量は2012年には3万2,000トンに達すると見込まれている（図２－１参照）。主な輸入

先は、パキスタン、タイ、UAE、ベトナム、インド、ウガンダ、タンザニアであり、パキスタン

からの輸入が7割を占める。 

全輸入品に占めるコメの割合は金額で0.7％1程度である（2008年）。輸入米の価格は、100Ksh（ケ

ニアシリング）/kg～120Ksh/kgである。一方の国内産コメ価格は170～180Ksh/kgである。農業省

（Ministry of Agriculture：MoA）は2030年には国内消費量の生産を満たす増産を達成するという見

通しを立てているが、稲作面積の拡大や品種改良などの増産を阻害する課題への対応が求められ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：アメリカ農業省、2012年11月 

 

図２－１ コメの生産・輸入・消費量経年変化 

 

                                                        
1 ケニア農業研究所（Kenya Agricultural Research Institute：KARI）のデータ等を基に算出。 
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２－２ ケニアの農業及びコメ生産の一般状況、コメ生産体系の特徴と課題 

ケニアは、国のほぼ中心を赤道が通り、標高は0m（海岸部）から5,199m（ケニア山）まで、気

候区分は砂漠から熱帯雨林まで広がり、降水量はほぼ0から2,000mmに近いところまである。人口

が最も多い高地では半乾燥地農業が行われている。 

2010年のケニアの農産品生産高上位10位2は、家畜の肉、牛乳、メイズ、茶、マンゴ・マンゴス

チン・グアバ、豆類、バナナ、トマト、サトウキビ、料理用バナナである。同年の生産量上位10

位は、サトウキビ、牛乳、メイズ、バナナ、料理用バナナ、野菜、キャベツ、マンゴ・マンゴス

チン・グアバ、トマト、小麦となっており、コメは上位にない。 

稲作地帯は、ケニア山南西部（ムエア）、ビクトリア湖周辺、海岸部であり、ムエアが生産量の

5割以上を占める。農家形態は、ビクトリア湖周辺は個人農家、インド洋沿岸部は会社経営、ムエ

ア地域は個人農家となっている。コメの作付面積は2万3,106ha、生産量は6万4,840トン、生産額33

億Ksh、価格7万Ksh/トン、収量2.8トン/ha（2006年実績）である。栽培品種は主に長粒種のバスマ

ティ（ケニア名：ピショリ）である。1998年以降、収穫米は農家が自由に販売することが認めら

れている。ムエア地区の農家の販売方法は、①収穫後すぐにトレーダーに直接販売、②収穫後コ

メの価格が上昇してからトレーダーに販売、③精米後トレーダーに販売、④協同組合に販売、⑤

コメ販売業者に直接販売等から選択している。協同組合の買取価格は通年一律で2009/10年作が

45Ksh/kg、2010/11年作が50Ksh/kgであった。水稲単作の1エーカー当たりの収益は約6万Kshであり、

ムエアでは一世帯当たり4エーカーが割当てられているので、水稲単作農家の1年間の収益の平均

は24万Ksh（約24万円）となっている（Rice-MAPP詳細計画策定調査報告書より）。 

生産上の問題点は、肥料代が高いこと、旱魃・冷害（ムエア地区）・いもち病（主に西部）であ

る。流通の問題点は、コストが高く安い輸入米と比較して4割高となっている点である。生産にお

いてもコスト高であるのに加え、農家の売値から小売業の売値は1.5倍から2倍となっており、流通

コストの低減も重要となっている。 

 

２－３ ムエア灌漑事業区におけるコメ生産の現状と課題 

ムエア灌漑事業区は、植民地政府のアフリカ土地開発機構が1950年代から開発を始め、1960年

までに2,000haを整備した。独立後は、国家灌漑公社（National Irrigation Board：NIB、1966年設立）

が開発を進め、1989年までに5,860haを整備した。さらに1989年の日本の無償資金協力及び2010年

の有償資金協力により8,910haにまで整備された。 

農民数は約6,000人、1960～70年にかけて入植した第1世代がNIBから割当てられた（所有権は国）

4エーカーの土地を管理し、第2世代が割譲された1エーカー程度の圃場で稲作を営んでいる。第2

世代の農家は、借地料（約30,000円/エーカー）を払い営農するグループと、資金不足により営農

できず自己所有の圃場を他農家にリースするグループにわかれる。 

ムエア灌漑事業区では、主にバスマティ370の水稲品種の単作が行われている。バスマティ米の

収量は高くない（4.6トン/ha）が、販売価格（約170Ksh/kg）が他の多収米の（約100Ksh/kg）倍近

く、同地区生産の99％を占める。ムエア灌漑事業区は用水量が不足しているため、全地区をグル

ープに分け、作期をずらして〔8月田植え、12月収穫（12月が最もコメの価格が高いため）のグル

                                                        
2 出所：国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO,  

http://faostat.fao.org/site/339/default.aspx, 2012年11月） 
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ープと、12月田植え3月収穫のグループ〕栽培している。 

コメ生産における課題は、ムエア稲作協同組合によると、安いコメをピショリ米として販売す

る粗悪なマーケット、高い稲作コスト、土地の割譲及び所有権がないこと、病害虫、特にいもち

病、灌漑用水の不足である。農家へのインタビューによると、肥料代に加え、小鳥を追い払うた

めに雇う人件費（1日200Ksh）が大きな負担となっている。政府（NRDS）では、消費量（30万ト

ン/年）に対し、生産量（4.5～8万トン）が低く、食料安全の面及び小農家の収入に貢献するため

に増産が必要とされている。 

 

２－４ ケニアにおけるイネ品種（育種）・栽培改良事業 

ケニアにおけるイネ育種は、KARIムエア支所とKARIキボス支所で行われている。これまでに国

際稲研究所（International Rice Research Institute：IRRI）や東アフリカ農業生産性プロジェクト（East 

African Agricultural Productivity Project：EAAPP）からの技術的・資金支援が行われているほか、ジ

ョモ・ケニヤッタ大学、マセノ大学等の研究室レベルで行われている。 

イネ栽培の改良は、KARIムエア支所とKARIキボス支所のほか、NIBムエアセンター、NIBアヘ

ロセンター、地域（ビクトリア湖、インド洋沿岸）の開発公社、民間企業、大学で行われている。

現在、 JICAのRice-MAPP、世銀の天然資源管理プロジェクト（National Resource Management 

Project：NRMP）と韓国国際農業プロジェクト（Korea Project for International Agriculture：KOPIA）

のプロジェクトがムエア灌漑地区で実施中である。 

 

２－５ イネ品種登録の仕組み 

ケニアにおける植物育成者の権利（Plants Breeders’ Right：PBRs）は1972年の「種と植物の品種

の法律」の326章に記載されている（1975年に発効）。同法律は種子産業の自由化に併せて1991年

に改正された。1994年12月の官報に同法の施行規則が公示され、ケニア植物検疫所（Kenya Plant 

Health Inspectorate Service：KEPHIS）内に植物育成者権利事務所（PBR Office）が設置された。 

ケニアは1991年に植物の新品種の保護に関する国際条約 3（ International Convention for the 

Protection of New Varieties of Plants：UPOV）に加盟した。ケニアにおいては同国際条約に基づいて

品種が登録されている。登録基準は、4つありDUS（New、Distinct、Uniform, Stable）と呼ばれて

いる。4つの基準は、以下のとおりである。 

・新規性（New）：品種は、育成者権の出願日においてその繁殖素材または収穫物が次に掲げる

時より前に育成者によりまたはその同意を得て当該品種の利用を目的とした他の者への販売

その他の譲渡がされていない場合は、新規性があるものとする。（以下省略） 

・区別性（Distinct）：品種は、出願時にその存在が一般に知られているすべての他の品種と明確

に区別される場合は、区別性があるものとする。 

・均一性（Uniform）：品種は、有性繁殖をすることまたは栄養繁殖をすることから生ずる特殊

性から予測できる変異を除くほか、特性が十分に均一である場合は均一性があるものとする。

・安定性（Stable）：品種は、繰り返し増殖させた後に、または特別な増殖周期がある場合にあ

っては当該周期の終わりに特性が変わらない場合は、安定性があるものとする。 
出所：特許庁（www.jpo.go.jp）2012年11月 

                                                        
3 同条約の目的は、植物の新品種を育成者権という知的財産権として保護することにより、植物新品種の開発を促進し、これを

通じて公益に寄与することにあり、このために植物新品種の保護の水準等について国際的なルールを定めている（2006年現在

で日本を含む62カ国が加盟）。 
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申請には、書類〔申請書、技術質問書、写真（カラー）種子（コメ1kg）〕と申請料が必要である。

申請期限は年2回（2月15日と8月15日）である。申請後、KEPHIS本部でこれまでの品種との違い

を確認（DUS テスト）、KEPHISの地方圃場で収量やアロマ等の状況の確認（National Performance 

Trial）を2期行う。国家品種許可委員会（National Variety Release Committee）と国家試行実施委員

会（National Performance Trial Committee）の承認を得て、官報に告示され、育成者権が得られる。

委員会へは、テストを行っている際に逐次報告が行われるので、承認までの期間は短い。申請か

ら承認までの期間はおおよそ1年半である。 

表２－１はKEPHISに登録されているイネ品種である。7種ともKARIが育成権をもっており、ネ

リカ米4種は、IRRI、JICAとEAAPPの技術的、資金的支援があった。Dourado Precoseはブラジルの

品種であるが、その開発に際してはEAAPPが資金援助している。 

 

表２－１ KEPHISに登録されているイネ品種 

品種名 登録年 所有者 
保存機関と 

種子の出所 

標高の最適

条件（m）

成熟まで

の日数 

収穫量 

（トン/ha） 
特徴 

1. Basmati （不明） KARI KARI-Kibos ND ND ND ND 

2. Sindano （不明） KARI KARI-Kibos ND ND ND ND 

3. NERICA 1 2009 KARI KARI（Mwea, 

Kibos） 

15～1700 90～100 2.5～5.5 Aromatic, Blast 

tolerant, Long 

grains 

4. NERICA 4 2009 KARI KARI（Mwea, 

Kibos） 

15～1700 90～112 3.2～6.5 Blast tolerant, 

Long grains 

5. NERICA 10 2009 KARI KARI（Mwea, 

Kibos） 

15～1700 86～93 3.5～6.7 Early, Long 

grains, Blast 

tolerant 

6. NERICA 11 2009 KARI KARI（Mwea, 

Kibos） 

15～1700 90～105 3～5 High rationing 

ability, Long 

grains, Tolerant to 

blast & drought 

7. Dourado 

Precose 

2009 KARI KARI（Mwea 

& Kibos） 

15～1700 95～115 2.3～5.5 Beardless 

出所：KEPHIS, 2012年11月 

 

２－６ 政府による支援体制 

２－６－１ 農業省（MoA） 

農業省は大臣（Minister）、事務次官（Permanent Secretary）の下に5つの技術局（渉外・研修、

アグリビジネス・マーケティング、政策・農業開発調整、作物管理、農業エンジニアリング・

サービス）と2つの管理局（財政会計部、管理・人的資源部）がある（付属資料4．別添図－１

参照）。職員数は約5,600名（うち4,000名が地方事務所勤務）、2012/2013予算4は、表２－２のと

おり。 

                                                        
4 ケニアの年度は7月開始6月終了。 
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表２－２ 農業省予算2012/2013及び2011/2012 

（単位：Ksh） 

 2012/2013年度計画予算 2011/2012年度予算（承認済）

開発支出（財源：ドナー） 11,060,165,840 3,754,150,490

経常支出（財源：ケニア政府） 10,000,302,118 8,395,393,400

出所：農業省 

 

農業省は、上位政策〔「Kenya Vision 2030」及び「農業セクター開発戦略2010～2020（ASDS）」〕

を受けて、「戦略的計画2008～2012」を策定し、6つの重点目標を掲げている（付属資料4．別添

表－２参照）。本プロジェクトは、同重点目標5の「持続可能な土地利用・環境保全の促進」の

「i 土壌と水管理」と合致している。 

作物管理局の主な機能は、関連法規の作成、作物開発、関連プロジェクトの実施・調整・評

価・モニタリング、農薬の安全な使用、促進、食糧安全保障会議及び（旱魃等の）早期警戒シ

ステムのモニタリングである。2010年にNRDSの促進のため同局内に稲作振興ユニット（Rice 

Promotion Unit：RIPU）が設立された。RIPUの職務は、①NRTC会議とステークホルダー会議の

調整、②指針の作成、プログラムとプロジェクトの促進、③コメ生産の能力開発、④種子生産

（特にネリカ米）に関して関係機関との協力、⑤各地区のコメの収穫システムと技術の開発、

⑥コメ生産とその過程の農民への技術移転の促進、⑦関連組織と個人とのコミュニケーション、

⑧提案されたプロジェクトの支援のドナーへの働きかけ、⑨稲作奨励のためのセミナーやシン

ポジウムの開催、⑩コメ（特にネリカ米）の付加価値とマーケティングの促進である。現在4名

のスタッフがおり、JICAの稲作振興専門家と業務を進めている。 

 

２－６－２ ケニア農業研究所（KARI） 

KARIは、農業部門の生産性・商業化・競争性の促進のために1979年に設立された研究機関で

ある。農業省傘下の10ある研究所のなかで最も大きく、中心的な機能は、「農業と獣医科学の研

究を行う」「類似分野において研究と技術移転や高度な研修において他の機関と連携する」「国

内外の研究機関と連携する」「研究成果の普及と適切な技術の採用の促進」「農業セクターの省

庁、国家科学技術評議会、他の農業戦略にかかる研究委員会と共同する」「研究成果の供与や高

めた農業生産性を母体の省が使用するのを促進することによって母体の省を支援する」である。

トップに理事会（Board of Management）があり、その下に所長（Director）、その下に副所長が2

名、その下にアシスタント所長（Assistant Director）が22名配置されている。今回のプロジェク

トのサイトのセンターはその下にあり、全国で23センターある。イネの研究はムエア支所とキ

ボス支所の2カ所で実施され、KARIムエア支所が研究拠点となっている（付属資料4．別添図－

２参照）。 

予算は表２－３のとおり。2年前より約10％増加しているものの、EEC、KAPAP、EAAPP、USAID

等のドナー支援による予算が占める割合が大きい。 
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表２－３ KARIの2012/2013年及び2010/2011年予算 

（承認額、単位：Ksh） 

2012/2013予算 2010/2011予算 

EEC：European Economic Community 832,197,850 184,587,000

KAPAP：Kenya Agricultural Productivity and 

Agri-Business Project 

600,000,000 573,923,578

EAAPP 550,000,000 550,000,000

USAID：United States Agency for International 

Development 

82,947,360 74,250,000

ケニア政府（Government of Kenya：GOK） 290,523,114 276,520,000

経常予算（Operational Budget） 2,045,760,000 1,984,000,000

合計 4,001,428,354 3,643,282,578

出所：KARI本部,2012年11月 

 

KARI研究者は542名だが、プロジェクトサイトの研究者数はムエア支所で8名、キボス支所で

22名しかいない。ムエア支所の6名の研究者の専門分野は農学が4名、昆虫学が2名である（出所：

KARI Strategic Plan 2009-2014）。イネの研究はメイズ、小麦、家畜と比べ規模はまだ小さいが、

最近の消費の伸び、食糧の安全保障の観点から重要性を増している。 

 

２－６－３ KARIムエア支所 

KARIムエアはイネと綿花の研究に特化し、かつては綿花が主流であったが、現在はイネが研

究の大半（7割）を占めている。イネの研究は2008年にNIBからKARIに移管され、新種の開発、

天水稲の増殖、ネリカ米栽培試験などが研究されている。組織は所長、副所長、Plant Breeding, 

Agronomy, Crop Protection, Socio-economyの研究部門がある（組織図は付属資料4．別添図－３参

照）。 

スタッフは37名でうち研究者は8名である。KARIムエアのKARI本部からの予算（2012/2013）

は表２－４のとおりである。 

 

表２－４ KARIムエアへのKARI本部からの予算（2012/2013） 

（単位：Ksh） 

予算項目 2012/2013予算 

プロジェクト予算 6,330,982 

経常予算（Operational Budget） 1,202,892 

合計 7,533,874 

出所：KARI本部 

 

なお、KARIキボスへの予算（2012/2013）は表２－５のとおりである。研究者は22名いる。 
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表２－５ KARIキボスへのKARI本部からの予算（2012/2013） 

（単位：Ksh） 

予算項目 2012/2013予算 

プロジェクト予算 12,000,000 

経常予算（Operational Budget） 9,000,000 

合計 21,000,000 
出所：KARI本部 

 

２－６－４ ケニア農業研究機関（Kenya Agricultural Research Organization：KARO） 

ケニアの国家開発に効果的に貢献する力強い農業研究システムを可能にする環境をつくりだ

すことを目的に農業研究システム政策（National Agricultural Research System Policy：NARS 

policy）が2012年7月に策定された。同政策の上位目標は、国家開発に効果的に貢献する力強い

農業研究システムを可能にする環境をつくりだすことにあり、政策目標として、①農業研究の

政策の枠組みの改善、②持続的な開発に資する国家的な研究に対して調和して方向づけること、

③法律、制度、規則のフレームワークを強化する、④調和された計画と開発、人材資源/施設の

共有、⑤調和された計画と知識・IC技術の開発・管理、⑥アウトリーチ活動と技術の普及を目

標とした連携開発体制のより多くの焦点を掲げている。 

係る政策を実現するためにケニア農業研究機関KAROを設立し、農業研究のすべての調和と促

進を図ることを計画し、現在ケニア議会において、法案「ケニア農業研究条例2012（The Agriculture 

Research Act. 2012）」を審議中であり、同法案は2012年から13年中に可決される見込みとなって

いる。 

同法案の目的は「ケニアの作物、家畜、漁業、遺伝子資源、生物工学の研究を促進し、細心

にし、調整し、統制する」及び「研究情報・資源・技術への公平なアクセスを促進し、そして

研究成果と農業技術の応用を促進する」である。また、係る目的を達成するために「政策提言」

「研究に優先順位をつけること」「必要な資源の決定と政府への助言」「研究所の統制とモニタ

リング」「研究所のコントロール」「中・長期計画の策定、予算の承認」「助成金の供与」「研修

の促進」「研究成果の応用の普及」「関係機関・個人との連絡」「得られた情報を共有するための

プラットフォームの設立」「継続して成果の改善を確実にする」ことが明記されている。 

同法案が可決されると、農業省下に存在する10の研究所が新しい組織である「ケニア農業研

究機関（KARO）」に統合されることとなる。KAROには中央政府に政策を勧告する理事会（Board）、

実施部門の事務局（Secretariat）、独立した助言機関である科学技術委員会（Scientific and Technical 

Committee）、主要な財源確保機関である農業研究ファンド（Agricultural Research Fund）とさま

ざまな実施機関が置かれる。プロジェクト単位ではKARO理事会が実施・監督の責任を負い、プ

ログラムベースの評価は農業省が行う。 

なお、灌漑省の灌漑部門が農業省に再統合される見込みであることから、灌漑省が管轄する

NIBの研究所〔ムエア灌漑農業開発センター（Mwea Irrigation Agriculture Development Centre：

MIAD Centreを含む〕はKAROに統合される見込みである。 

 

２－６－５ 水灌漑省（Ministry of Water & Irrigation：MWI） 

下記の4つの技術局がありそのうち「灌漑・排水・水保管局」の傘下にNIBがある。 
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・灌漑・排水・水保管局（Irrigation, Drainage & Water Storage Department） 

・水サービス局（Water Service Department） 

・水資源管理局（Water Resource Management） 

・土地改良局（Land Reclamation Department） 

（組織図は付属資料4．別添図－４参照） 

 

２－６－６ 国家灌漑公社ムエア灌漑農業開発センター（NIB-MIAD Center） 

灌漑農業の研究と研修を実施するために1991年からの日本の技術協力によって設立され、技

術協力終了後の1996年にNIBへ移管された。NIBの目的は、以下のとおりである。 

・収量を増やし、質をあげるための研究を行うこと 

・作物の強化と多様化によって利用できる資源を増やす開発を行うこと 

・生産コストを下げる研究を行うこと 

・水の効率利用を増やすこと 

・農民の健康を促進する方法と手段を探索すること 

・灌漑農業水管理の人材の能力を向上させること 

活動は種子生産、研究部門、実証圃場、訓練と普及に分かれている。研究部門では、稲作灌

漑管理、ネリカ米の適用性、灌漑地の農民の健康増進プログラムなどを行っている。JICA、KARI

とネリカ米の適用性の共同研究を行っている。2010年までは政府からの予算配賦は職員給与の

みで、活動費は自己収入（主にデモ圃場の生産物販売及びゲストハウスの収益）もしくは科学

技術評議会（National Council for Science and Technology：NCST）などの外部資金で運営された。

2011年の経常予算は研究部門が1,000万Ksh、事務部門が600万Kshで、活動・研究に使える予算

として2,700万KshがNIB本部から配分された（NIB組織図は付属資料4．別添図－５、NIB-MIAD

センター組織図は付属資料4．別添図－６参照）。 

 

２－６－７ 稲作研究のための委員会 

農業省は、稲作研究を支援するために、国家稲作技術委員会（National Rice Technical 

Committee：NRTC）を立ち上げ、MWI、JICA、農業生産者国家連盟（Kenya National Federation of 

Agricultural Producers：KENFAP）等が参加している。同NRTCの下に研究、種子、機械化の3つ

の小委員会があり、そのうちの“研究”の小委員会としてケニア米研究フォーラム（Kenya Rice 

Researchers Forum：KRRF）が2011年10月に設立された。KRRFの目的は、イネ研究者等が定期的

に会合することでネットワークをつくり研究予算の重複を避けることにある。これまでにシン

ポジウムが3回行われ、第3回シンポジウム（2012年6月）では17本の研究成果が発表された。発

表者の所属先は、KARI、ジョモ・ケニヤッタ農工大学（Jomo Kenyatta University of Agriculture and 

Technology：JKUAT）、NIB、岡山大学等となっている。委員会メンバーの所属は以下のとおり

多様な機関である。 

・政府研究機関〔KARI（本部、キボス、ムエア、カトゥマニ、ムトゥワパ）〕、NIB〔本部、ム

エア灌漑農業開発センター（MIAD）、アヘロ〕、ケニア植物検疫所（KEPHIS）、ベイスン湖開

発公社（Lake Basin Development Authority：LBDA） 

・大学：ジョモケニヤッタ農工大学（JKUAT）、エガートン大学、ナイロビ大学、モイ大学、ケ

ニアポリテクニック短期大学（Kenya Polytechnic University College：KPUC）（以上ナイロビ）、
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マシンデ・ムリノ大学（カカメガ）、マセノ大学（キスム近郊） 

・民間企業（バオバブ社、ケニア種子社） 

構成委員はナイロビ周辺に多い。同委員会はJKUATのHunja Murage氏が取りまとめを行ってお

り、今後ジャーナルを発行する予定である。今後は会費の徴収や自律的な活動をどうやってい

くかなどが議論となる（メンバー表は、付属資料4．別添表－３参照）。 

同NRTC下の種子委員会では、原原種、原種生産の検定を行っているが、トウモロコシ等の手

法に適用しており、イネ種子生産と大きく異なる。KARI等の生産組織はその手法にのっとらな

くてはならず、それが大きな障害となっていまだにイネ種子生産の将来図は不透明である。 

機械化委員会は、他の2つの協議会に比べ活発に活動している。稲作に関する大学教育は上記

の大学で行われており、そのうちJKUATでは、学生35名（農業一般）、修士4名（稲作）、博士2

名（稲作）が在籍している。稲作の育種に関する講師は2名いる。実験圃場は2012年5月に大学

構内に整備され、現在3.5アールの広さがあり、Hunja Murage氏とCornelius Mbathi Wainaina氏に

よって低温等の実験が行われている。来年更に拡張する予定がある。しかしながら、大学間の

情報交換はほとんど行われていない状況である。民間では各社が研究を行っている。このなか

でBaobab社はハイブリッド種子の研究をしている。 

 

２－７ 他ドナーの支援プログラム及び動向 

他ドナーによるコメの育種や栽培技術の研究プロジェクトは行われていない。 

 

２－８ コメの販売と消費者の嗜好 

国民の大多数にとっては、コメは他の主食と比べて高く（メイズ粉や小麦粉の約2～3倍、豆の1

～2倍）、“ハレの日”の食べ物の位置づけから脱していない。“白いコメ”がステータスであり、

客に玄米を出すことは考えられないという。しかしながら、最近都市部や富裕層にとっては日常

の主食となりつつある。コメの選択基準は、上述の色に加え、アロマ、ムエア産、ブランドでは

バスマティ（ケニア名ピショリ）である。12月のクリスマスシーズン前に家族用やお客にふるま

うコメをわざわざムエアに出かけていき購入する者も多く、ムエア近辺の道路沿いには米屋や精

米所が多い。ナイロビのスーパーマーケットのコメ売り場は、バスマティ（ピショリ）米と表示

されたコメが売り場の大部分を占め、長粒米（long grain、パキスタン産多数）数種類、玄米（brown） 

1～2種類、くず米（broken）が並ぶ。くず米の価格は安いが、玄米は白米よりも高い。一方、100Ksh/kg

程度の最低価格のモンバサ産コメが売り切れることから、安いコメの需要もある。輸入米ではタ

イ産（ジャスミン米）、ベトナム産、インド（バスマティ）、アラブ首長国産（バスマティ）、パキ

スタン産（25㎏詰めのみ、産地の表示あり）が売られる。 
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表２－６ スーパーマーケットにおけるコメの価格（2012年11月） 

商品名 種類 価格（1Ksh≒1円） スーパー 備考 

RICE（それ以外の表

示は一切ない） 

白だがやや茶

色っぽい 

100Ksh/kg 

（調査した中の最

低価格） 

Hurlingham ケニア産（店員に

よると） 

Sunrice Budget 同上 100～120Ksh/kg Westlandsその他 モンバサの業者が

袋詰め 

Aromatic Mwea 白米 193Ksh/kg Nakmat Ngong 

Roadなど複数 

 

Aromatic Basmati 白米 184Ksh/kg 同上  

Punjabi White Indian 

Basmati 

白米 225Ksh/kg 同上 インド産 

Jusmine Rice 白米、長粒 144.5 Ksh/kg 同上 タイ、ベトナム産

Mwea Pishori Broken 

Aroma 

白、くず米 115Ksh/kg 同上  

DAAWAT Long Grain 

Brown 

玄米 219Ksh/kg 同上  

Pure Mwea Brown 玄米 225Ksh/kg 同上  

 

重量は1、2、5、10、20kgのビニル袋詰めで売られ、日本のように重量が大きくなるからといっ

て単価が安くなることはない。他の主食と比較すると、白色メイズ（トウモロコシ）の粉である

ウガリ粉の最低価格（Jogoo Fortified）は58Ksh/kg、小麦粉（Extra UNG）で59Ksh/kg、豆類は品種

が豊富で価格は100（もやし豆）～300（ひよこ豆）Ksh/kgと種類によって差があるが、コメと比較

してメイズや小麦粉、いくつかの種類の豆は半値である。庶民が利用するマーケット（Kenyatta 

Market、11月2日）では、大半はコメではなく豆類が扱われる。コメは2kg詰めのものが置かれてい

る。 

コメは既にケニアでメイズ、小麦に次いで3番目の主食であり、2012年のメイズ、小麦、コメの

消費の比率はコメを1とすると、7.5：3.2：1となる。急激な輸入増が始まる1994年以前の1993年の

データをみるとその比は、20.9：4.8：1であることから、コメの主食としての消費の割合が上位2

つに比べて伸びていることがわかる。コメの消費は2012年には40万トンが見込まれる。同量は、

メイズが2008年及び2009年の330万トンのピークより2012年には300万トンと1割の減少が見込ま

れているのと対照的である〔小麦は、コメよりも消費量の伸びが大きく、2008年に100万トンを超

え（105万トン）、2012年度は130万トンと23％の伸びが見込まれている〕。 

ケニアにおけるコメの一般的な食べ方は比較的単純で、ナイロビやムエア近郊のレストランで

は、炊くか、香辛料と炒める（ピラウ）の2種類のメニューであるところが多かった。これはイン

ド料理の影響を受けている。そのほかアラブ、中華料理の食べ方も取り入れられている。 
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第３章 協力概要 
 

３－１ 協力の目的 

本プロジェクトは、ケニア内におけるコメの増産に資するために、ケニア農業研究所（KARI）

を実施機関とし、国家灌漑公社（NIB）と協力を図りながら、ケニア向けイネ育種素材の研究・開

発（成果①～③）及び品種の能力を十分に発現させる栽培技術の研究・開発（成果④⑤）を通し

て、イネ研究開発の基盤を構築することを目的とする。 

 

３－２ 協力期間 

2013年5月～2018年4月（60カ月） 

 

３－３ 相手国側機関 

責任機関：農業省（MoA） 

実施機関：ケニア農業研究所（KARI） 

協力機関：水灌漑省（MWI）国家灌漑公社（NIB）、大学 

 

３－４ 国内機関 

研究代表機関：名古屋大学 

協力機関：山形大学、岡山大学、島根大学 

 

３－５ 協力の必要性・位置づけ 

３－５－１ 当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

農業生産向上はケニアの重要な課題であり、国家開発計画である2030年のケニアビジョン

（Kenya Vision 2030）において、農業は重要セクターとして位置づけられている。農業セクター

開発戦略（Agriculture Sector Development Strategy：ASDS）においては、農業の生産性と成果の

改善が重点目標の1つに掲げられている。また、2008年策定の国家稲作振興計画（NRDS）では、

食糧安全保障の強化と農民の生計向上のための稲作振興政策が掲げられている。本案件はこれ

らの重点戦略と整合した支援である。 

 

３－５－２ わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

わが国の「対ケニア事業展開計画」では、①人材育成、②農業開発、③経済インフラ整備、

④保健・医療、⑤環境保全の5つを重点分野としている。本案件は②農業開発に位置づけられる。

またJICAは2008年5月に開催された第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）において、2018年まで

にアフリカにおけるコメの生産量を倍増させることをめざしアフリカ稲作振興のための共同体

（CARD）を設立し、アフリカ諸国における稲作振興を促進している。ケニアはCARDの第一優

先国の1つであり、本プロジェクトはCARD推進の一環をなすものである。 
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３－５－３ 関連する支援活動 

（1）わが国の支援活動 

・「ムエア地区灌漑開発計画実施調査」（1988～1989年） 

・無償資金協力「ムエア灌漑開発計画」（1989～1991年） 

・技術協力「ムエア灌漑農業開発計画」（1991～1996年）及びフォローアップ事業（1996～

1998年） 

・円借款事業「ムエア灌漑開発事業」（2010～2017年） 

・技術協力「稲作を中心とした市場志向農業振興プロジェクト（Rice-MAPP）」（2012年1月

～2017年12月） 

 

（2）他の援助機関の支援活動 

世界銀行は、森林・水資源の共同管理体制の強化による生計向上を目的に天然資源管理

プロジェクト（NRMP）を実施中（2007.12～2013.6）であり、ムエア灌漑事業区の一部を

含むNderewa North地区及びMarura Outgrower地区において稲作栽培技術の指導を行ってい

る。 

韓国KOIKAは、稲作技術の普及を目的に韓国国際農業プロジェクト（KOPIA）をムエア

灌漑事業区などで実施している。 

 

３－６ 協力の枠組み 

３－６－１ プロジェクト目標 

ケニア向けイネ品種と栽培技術の開発のための基盤が整備される。 

 

３－６－２ 成果及び活動 

（1）成果 

① ケニア向けイネ品種を開発するための体制が整備される。 

② 既存品種の育種素材としての有用性が検証される。 

③ ケニア向けイネ品種の開発に必要な中間母本が作出される。 

④ ケニアの既存稲作技術を基盤とする技術改善方策を農家圃場で実証するための体制が

整備される。 

⑤ 品種の能力を十分に発現させる栽培技術が開発される。 

 

（2）成果を計る指標 

1-1 交配・育成施設が整備される。 

1-2 評価形質に応じた評価圃場が整備される。 

1-3 評価形質に応じた基準品種が整備される。 

1-4 育種・形質評価に関する手引きが作成される。 

1-5 品種維持保存体制が確立する。 

2-1 XX品種の特性が評価される。 

2-2 育種素材として利用価値の高い農業形質が特定される。 
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2-3 新規QTL5が少なくとも3つ検出される。 

3-1 ケニアで利用可能な3つのQTLが特定される。 

3-2 ケニアで有用なQTLが3つマーカー選抜6できるようになる。 

3-3 ケニア向け品種の開発に利用可能な中間母本が5系統開発される。 

4-1 栽培環境と栽培管理の実態が明らかになる。 

4-2 栽培技術上の課題が2つ抽出される。 

4-3 栽培技術改善方策が提示される。 

5-1 有用QTLが有効に機能するための条件が明らかになる。 

5-2 品種の能力を十分に発現させる栽培技術が2種類開発される。 

 

（3）成果のための活動 

1-1 交配育成施設を整備する。 

1-2 品種特性評価圃場を整備する。 

1-3 品種特性評価用基準品種を整備する。 

1-4 育種・特性評価に関する手引きを作成する。 

1-5 品質維持保存体制を確立する。 

2-1 既存品種の特性を評価する。 

2-2 既存品種の有用農業形質を特定する。 

2-3 有用農業形質に関するQTL解析を行う。 

3-1 有用QTLを導入したNIL/RIL7を作出する。 

3-2 有用QTL導入効果を明らかにする。 

3-3 有用QTLを導入した中間母本を作出する。 

3-4 イネ品種開発計画をドラフトする。 

4-1 ケニアの栽培環境と栽培管理の実態を調査する。 

4-2 栽培技術に関する課題を抽出する。 

4-3 栽培技術改善方策を開発する。 

4-4 栽培技術実証試験マニュアルを作成する。 

4-5 栽培技術改善に関する実証試験を農家圃場で試行する。 

5-1 栽培環境及び栽培管理が既存品種の機能発現に及ぼす影響を解析する。 

5-2 栽培環境及び栽培管理が有用QTL導入系統の機能発現に及ぼす影響を明らかにする。 

5-3 有用QTLが有効に機能するための条件を調査する。 

5-4 品種の能力を十分に発現させる栽培技術を開発する。 

                                                        
5 QTL：Quantitative Trait Lociの略で量的形質遺伝子座のこと。量的形質に影響を与える染色体上のDNA領域のこと。 
6 マーカー選抜: 交配親がもつ優良形質に関与する遺伝子をもつ個体を、目的とする遺伝子と密接に連鎖するDNAの塩基配列

の違いを指標として選抜する方法。 
7 NIL/RIL：それぞれNear-Isogenic Line（準同質遺伝子系統）とRecombinant Inbred Lies（組換え自殖系統）の略。NILは、ほぼ

同質の遺伝的背景を有する系統のこと。一方、RILは、交配によって得られた雑種個体を数世代にわたって自植し養成した系

統のことで、染色体上のさまざまな領域に組み換えが生じることにより、交配に用いた2つの系統の染色体が複雑に混じり合

っている。 
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３－６－３ 投入（インプット） 

（1）日本側の投入 

・専門家派遣：長期派遣専門家1名、短期派遣専門家10名 

・供与機材：プロジェクト実施に必要な機材 

・本邦研修：日本での研修（長期・短期） 

・プロジェクト運営費：消耗品、補助スタッフの雇用、セミナー開催費等 

 

（2）ケニア側の投入 

・カウンターパート（C/P）の配置：プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネジ

ャー、低肥条件適応性、耐旱性、いもち病抵抗性、耐冷性、土壌・水管理等 

・施設等：専門家執務スペース、試験栽培圃場 

・プロジェクトに必要なデータと情報 

・プロジェクト実施のための費用：C/Pの人件費、光熱・水道費、資機材・設備の維持管理

費等 

 

３－７ 実施に係る留意事項 

本プロジェクトの実施機関は農業省が直轄するKARIであるが、一部プロジェクト活動は、設備

が比較的整っているNIBの施設を利用する。このため、本案件の実施に際しては両機関が各々の機

関の責務・役割を明確にした覚書きを締結することとする。 

ケニアの政策では事業を特定の地域や民族に集中させないという配慮がある。そこで、本プロ

ジェクトでは、ケニア内で大部分を占める灌漑水田稲作に適した環境を有するムエア灌漑事業区

をメインの研究拠点とするが、同灌漑事業区以外においても天水に頼る水稲や、陸稲に適合する

イネ育種素材及び栽培技術の研究・開発も行う。なお、ムエア灌漑事業区外の研究場所の決定に

ついては、開発の遅れた西部（ニャンザ州アヘロ）等を想定しているが、プロジェクト開始後に

現地踏査のうえ、ステアリング・コミッティ（Steering Committee：SC）の場において決定するこ

ととする。 

プロジェクトで開発された新品種が登録品種としてケニアで普及されるためには、ケニア植物

検疫所（KEPHIS）による承認が必要となる。プロジェクト実施中からKEPHISと情報共有を図る

必要がある。 

本プロジェクトの研究成果、研究方法、等の情報交換を、CARD、国際稲作研究所（IRRI）及び

世界銀行が実施中のプロジェクト「東アフリカ農業生産性プロジェクト（EAAPP）」を通じてケニ

ア以外のアフリカ諸国との間で促進することにより、CARD推進を担うことが期待される。プロジ

ェクト開始後にCARD事務局等との間で情報交換方法等について検討する必要がある。 
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第４章 プロジェクト事前評価 
 

４－１ 妥当性 

以下の点から本案件の妥当性は高いと判断される。 

 

４－１－１ 必要性 

（1）ケニアのニーズとの整合性 

ケニアの農業セクターは2010年においてGDPの20％、労働人口の60％を占め、国家経済

の重要な役割を果たしている（出所：World Bank At a Glance 2012）。そのうち主食の1つで

あるコメの消費は急増し、今後もさらに増加が予測され、コメの増産は喫緊の課題であり

ニーズが高い。 

 

（2）ターゲットグループのニーズとの整合性 

本プロジェクトの直接裨益者はNIBやKARIの稲研究者であるが、ケニアにおける稲研究

の歴史は浅く、研究に専念できる者の数も少ない。よって彼らの日常業務を勘案しながら

彼らの研究の質を高め、新品種作成への研究の枠組みをつくることが直接裨益者のニーズ

となる。 

 

４－１－２ 優先度 

（1）日本の援助政策との整合性 

2000年に制定された対ケニア国別援助計画では、①人材育成、②農業開発、③経済イン

フラ整備、④保健･医療、⑤環境保全の5つを重点分野としている。2008年5月に開催された

第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）において、2018年までにコメの生産量を倍増（1,400

万トンから2,800万トンへ）することを目的にアフリカ稲作振興のための共同体（CARD）

が設立されている。 

 

（2）ケニアの農業戦略との整合性 

ケニアは2030年に中所得国入りをめざして政府長期開発戦略「Kenya vision 2030」を2008

年に策定し、同戦略において農業は経済に分類されている。同開発戦略を受けて農業セク

ター開発戦略（ASDS、2010-2020）が2010年に策定された。稲作研究では「研究・普及・研

修の強化」を挙げている。 

また、稲作振興のために国家稲作振興計画（NRDS、2008-2018）が2008年に策定され、

品種の開発と維持、政府機関の役割、研究技術の普及、技術の開発等を挙げている。 

さらに、2012年7月に策定された国家農業研究システム政策（NARS Policy）との整合性

も挙げられる。 

 

４－１－３ 手段としての妥当性 

（1）プロジェクトのアプローチの適切性 

本案件は、旱魃、低温、低肥、いもち病に強い品種を研究する基礎を作り、栽培技術を

開発することで、その後の品種の開発・登録、そして新品種と栽培技術の普及へつなげて
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いく確実なアプローチをとっている。また、稲作技術の普及に関しては、JICAによって稲

作を中心とした市場志向農業振興プロジェクト（Rice-MAPP）が2011年1月から開始してお

り、Rice-MAPPと連携することにより上位目標達成後の農家への普及活動を円滑に実施する

ことが可能である。 

 

（2）日本の援助の比較優位性 

日本では、戦中・戦後の食料難の時代にコメの増産をめざして水田土壌の研究が盛んに

行われ、同研究により日本の水田土壌学は世界トップレベルとなった。戦後は、農地解放

もあり、水田土壌学の進歩に加えて、品種改良、施肥改善、病害虫防除、潅排水設備改善

などの技術も進歩して水田稲作の生産力は向上している8。 

また、本プロジェクトの研究代表機関である名古屋大学の農学国際教育協力研究センタ

ー（International Cooperation Center for Agricultural Education：ICCAE）は、農学領域の開発

問題を実践的に解決する人づくり協力の拠点となることをめざし1999年に文科省の方針を

受けて設立された。ICCAEは農学分野の国際教育協力に関係する国内及び海外の関係機関

と連携し、開発途上国の農業研究発展及び研究者・技術者の人材育成で大きな成果を挙げ

ている9。 

 

４－２ 有効性 

以下の点により本案件の有効性は高いことが見込まれる。 

    

４－２－１ プロジェクト目標の明確さ 

プロジェクト目標（開始から5年後）「イネ品種の栽培技術の開発のための枠組みが整備され

る」の達成により、上位目標（約3年後）では品種の作出と栽培方法が農家圃場で実証され、ス

ーパーゴール（約8年後）では、新品種の登録と栽培方法の普及が行われることとなっており、

目標は明確である。 

 

４－２－２ プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

中間母本の作出（成果1～3）、栽培技術の開発（成果4、5）が達成されればプロジェクト目標

にある「イネ品種の栽培技術の開発のための枠組みが整備される」ので因果関係は明確である。 

 

４－２－３ 外部条件の検証・分析 

プロジェクト目標達成のための外部条件に、「政治的・社会的安定性が保たれる」がある。ケ

ニアでは2008年の大統領選挙において暴動が起こり、行政は停滞した。次期大統領選挙はプロ

ジェクト開始前の予定であり、選挙の影響については注視する必要がある。 

 

４－３ 効率性 

以下の点により、効率性が高いことが見込まれる。    

                                                        
8 出所：独立行政法人農業環境技術研究所HP(農業と環境No.105, 2009年) 
9 出所：名古屋大学農学国際教育協力研究センターHP（センター紹介・センター長挨拶、2012年11月） 
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４－３－１ プロジェクト実施体制について 

ステアリング・コミッティ（SC）は、プロジェクト・ディレクターのKARI所長を議長として

農業省、水灌漑省、NIB-MIAD等のメンバーで構成され、1年に1～2回の頻度で、プロジェクト

活動の評価、計画の承認（上部機関へ予算の申請）を行う。また、ムエアでは、プロジェクト

調整委員会（Project Coordinating Committee：PCC）がプロジェクトマネジャーを議長として、

プロジェクト活動上の問題の解決やモニタリング結果の共有（POとの比較など）にかかる討議

が毎月行われる。 

 

４－３－２ 投入 

日本側は長期専門家1名（業務調整）に加え、比較的長期の専門家2名がプロジェクトを統括

し、活動に応じて短期専門家が派遣される効率的な派遣計画である。また、研究は名古屋大学

とプロジェクトサイトで行われ、JICA・JSTのスキームを最大限に生かしている。 

ケニア側負担分はプロジェクト用の予算が財務省に申請・拠出される予定である。C/Pは、過

去に名古屋大学で学んだ者が想定され、日本人専門家とも共同研究の実績があり、技術移転は

円滑に進むことが期待される。 

 

４－３－３ 他ドナーとの連携の推進 

本プロジェクトが行う研究（特に稲栽培技術）において他ドナーがムエアで実施中の案件（世

界銀行、KOPIA）の活動内容、成果を確認し、補完・連携効果を高めることにより、効率性の

向上が期待できる。 

 

４－４ インパクト 

本案件については以下のインパクトが予想される。 

    

４－４－１ 上位目標の達成の見込み 

上位目標の品種登録については、プロジェクト期間中からKEPHISと情報交換・相談すること

で円滑に行われる見込みである。実証試験は、先行するRice-MAPPプロジェクトの成果を利用及

びプロジェクトサイトを通して行うことで達成が見込まれる。 

 

４－４－２ 正のインパクト 

本プロジェクトの実施を通して、ケニア内におけるセミナー等の発表・報告により、C/Pだけ

でなく、ケニアの稲作研究者全体に対する人材育成が期待される。本プロジェクトはスーパー

ゴールに開発された品種及び栽培技術の普及展開を設定しており、本プロジェクトの終了後、

普及・展開により新たに350万haの面積でコメの作付けができると試算しており、コメ増産及び

ケニアの食糧安全保障への効果が期待される。また、地球規模課題である食糧安全保障への対

応としてのインパクトも期待できる。 

 

４－４－３ 負のインパクト 

本プロジェクトは、基礎研究のため比較的研究施設の整備されている中央部のムエアが研究

拠点となる。プロジェクトを実施することによりケニア中央部と西部の研究にかかる人材や実
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験室の格差が広がる懸念がある。しかしながら、プロジェクトの計画では、活動の一部を西部

で行い、西部の研究員をC/Pにして能力向上を図ることなどを計画しており、西部の開発につい

ても考慮されている。 

 

４－５ 持続性 

以下の点から、持続性が見込まれる。 

（1）政策面 

ケニアの政策において、コメの増産は重点事項である。分野戦略では、品種の開発の重要

性も挙げられている。国民や国のニーズが高く、政策支援はプロジェクト終了後も継続する

可能性が高い。 

（2）組織・制度・財政面 

プロジェクト期間中はKARIが予算を組むものの、プロジェクト終了後、実施機関のみで上

位目標の達成に向けた研究を継続していくには、人材・施設・予算面から見て厳しい。他方、

農業の研究についてはケニア農業研究協会（KARO）の設立により、研究部門が集約されるの

で組織面での強化が期待できる。プロジェクト終了後の稲品種開発等への活動に向け、KARI

が具体的な計画を策定する必要がある。 

（3）技術面 

プロジェクト期間中に開発された技術はケニア米研究フォーラム（KRRF）を通じてケニア

国内の稲作研究者へ情報が提供されることから、技術の普及が見込まれる。 

（4）社会・文化・環境面 

研究協力案件であり、本プロジェクトは実験室（遺伝子操作はない）や小規模の圃場にお

ける実験が中心となることから、用地取得や住民移転は想定されておらず、よって社会・文

化・環境面における問題はないと思われる。 

オーナーシップ：ケニア政府はコメの増産を重点課題としており、オーナーシップは高い。 

 

４－６ 実施プロセスの検証 

活動の実施状況でプロジェクトの現場で起きている（起こる可能性が高い）事柄に関するもの

について記述する。本案件では以下のことがプロジェクトの阻害条件となりうる。 

・C/Pの担当業務に割かれる時間と本プロジェクトにかかわることができる時間の配分 

・C/Pの移動手段及び交通費、研究機材・消耗品・圃場の使用許可 

 

４－７ リスク及び前提条件 

４－７－１ リスク 

外部条件、前提条件（下記で記述）全体では、可能性が比較的高いリスクは存在しない。し

かしながら2008年に政治的混乱、2009年にいもち病の発生などが起こっており、外部条件の発

生には注視する必要がある。一方内部条件のリスクでは、組織の再編があるが、今のところム

エア灌漑農業開発センター（MIAD）とKARIムエアは同じ農業省傘下になると予測されており、

省庁間にまたがる事項が少なくなると思われる。 
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４－７－２ 前提条件 

前提条件は、「名古屋大学とKARIのMoUが締結される」であり、困難な条件ではないが、プ

ロジェクト開始前までに必ず締結される必要がある。 
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第５章 技術的調査結果 
 

５－１ 研究総括所感 

５－１－１ 研究実施場所及び実施体制について 

関連の研究機関を訪問し、現状を調査した結果、本プロジェクトを実施するための拠点とし

て最も適しているのは、MIADセンターであった。MIADセンターは、過去に行われたJICAプロ

ジェクトにより、最低限の実験機材が設置されている。また、本プロジェクトの研究者の執務

スペースもある。試験水田も研究所の建物に隣接しており、実験を行うのに適するほか、ビニ

ルハウスを設置する場所や作業スペースも確保されている。また、農業機械や無肥料水田への

灌漑に用いる地下水も利用可能である。このように本プロジェクトを実施するために必要とな

る研究環境は、ケニアではMIADセンターしかない。プロジェクト遂行に必要な実験機材を新た

に購入し、MIADセンターに設置することにより、本プロジェクトを実施するための拠点として

利用することが可能である。 

ムエアの水田地帯は一様ではなく、地区によって水条件及び土壌条件が異なることが確認で

きた。地形や用水路からの距離が異なることに加え、灌漑地区のできた年代によって基盤整備

の方法が異なることなどが影響しているものと考えられる。場所によっては、水が滞留し、土

壌が過度の還元状態となり、イネの生育を阻害していると思われる圃場も存在した。これらの

水条件や土壌条件の異なる圃場を特定し、詳細に調査することは、極めて妥当である。 

栽培技術開発システム及び育種システムの開発にあたっては、KARIムエアの研究員が主体と

なり、MIADセンター並びに他の協力機関との連携のもと、体制を構築する必要がある。特に本

プロジェクトで開発する中間母本と育種システムを活用して、ケニア向けイネ品種を開発する

ためには、外部資金の有無にかかわらず、交配、育種材料の育成、育種素材の維持・管理など

をルーチン業務として担当する研究者を常時配置するとともに最低限の活動予算を経常費とし

て配分する必要がある。担当研究者が交代しても活動が継続されるよう、マニュアルを整備す

ることが必要である。また、KARIムエアの研究者を増員するなど、研究実施体制の強化が望ま

れる。 

 

５－１－２ 大学のプロジェクト参加様式について 

KARI及びNIBの研究員が本プロジェクトを通してケニアの大学から学位を取得するためには

大学の参加が必要不可欠である。プロジェクトに参加するKARI及びNIBの研究員が希望すれば、

ケニアの大学院において本プロジェクトの研究によって修士号あるいは博士号の取得をめざす

ことになる。学位取得のための研究は、プロジェクトの一部として実施するため、基本的には

MIADあるいはKARIムエアで実施することを想定している。ただし、いもち病抵抗性に関する

研究については、NIBアヘロで実施する予定である。学位取得希望者を特定次第、入学を希望す

る大学とプロジェクト参加について交渉することになる。これに関して、KARIと大学がMoUを

新たに結ぶ必要があるのかどうか確認する必要がある。なお、学費（入学料、授業料等）につ

いては、入学する研究者の所属先あるいは本人の負担とすることが想定される。 

希望者があれば、選考によって大学院生をプロジェクトで受け入れ、学位取得のための研究

指導を行うことも可能であろう。KARIはケニアの大学とMoUを締結し、学生を受け入れている

ほか、大学院生の研究プロジェクトでの受け入れは、ケニアにおいては一般的に行われている。 
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大学教員のプロジェクト参加様式としては、大学院生の指導教員としての参加に加え、研究

実施者としての参加も考えられる。教員自身が研究実施者としてプロジェクトに参加する場合

（長期研修等によって日本で学位を取得する場合を含む）、プロジェクト終了後、その教員ある

いは教員の所属大学がどのように上位目標の達成に貢献するのか関係者間で合意しておく必要

がある（例えば、品種開発の一部を担当するなど）。 

 

５－２ 分野別調査結果 

５－２－１ 栽培環境・栽培技術 

（1）KARIムエア 

KARIムエアは、イネと綿花の研究拠点として位置づけられている。しかし、現在は主に

イネの研究が行われている。8名の研究者と12名の技術職員が在籍している。栽培学、昆虫

学、育種学の3つの実験室がある。しかし、実験室には、乾燥機、ばねはかりがあるのみで、

実験を行うための施設は不十分である。別棟にあるバイオテクノロジー実験室は、主に線

虫の系統保存に使われており、冷蔵庫、顕微鏡、ホットプレート、インキュベーターなど

があった。 

研究所建物に隣接した位置に陸稲用の研究圃場があり、非常によく管理されている。灌

漑設備も設置されており、陸稲の栽培試験及び育種を行うのには適している。 

 

  

写真１：KARIムエアの実験室 写真２：KARIムエアの陸稲圃場 

 

 

写真３：KARIムエアの試験水田 
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約4haの試験用水田が、研究所から約4km離れた位置にあり、主に種子生産のために使用

されている。灌漑設備の改修が行われ、現在では十分な灌漑水が供給されているとのこと

であった。試験水田に隣接して、建物があり、オフィスや作業スペースはあるが、電気や

水道は敷設されておらず、実験用施設としての利用に耐えるものではなかった。また、農

業機械はほとんどなく、新たに購入するか、レンタルする必要がある。 

研究所から圃場までの道路は整備状況が悪いため、車で約20～30分を要する。交配にお

いては早朝あるいは日没直前にイネを圃場から温湯除雄装置やバキュームポンプなどの交

配器具を完備した作業場に移動させる必要があるため、育種用圃場としての利用は困難で

ある。本プロジェクトで実施する研究には、単なる栽培試験ではなく、より精密にイネの

成育と栽培環境をモニタリングするような内容が含まれる。植物の分析のため、実験室と

圃場を行き来するのに不便であることに加え、気象観測装置などの研究機材を安全に設置

する場所がないことも問題となる。また、低肥条件適応性に関する栽培試験では、灌漑水

からの栄養分の流入を防ぐため、地下水灌漑を行う必要があるが、地下水揚水設備は整備

されていなかった。   
 

（2）MIADセンター 

Rice-MAPPプロジェクトが実施されている。Rice-MAPPのスタッフは、建設が予定されて

いる新しい建物に移るので、現在Rice-MAPPが使用しているスペースを本研究用に使用する

ことが可能である。また、新棟が完成するまでは、暫定的に稲作振興ユニット（RIPU）が

使用しているオフィスを使用することが可能とのことであった。 

MIADセンターは、土壌分析のための実験室を有する。主に農家などから有料（600Ksh/

サンプル）で土壌の分析を受注し、窒素、リン酸、カリの含有量及びPHを簡易的な手法に

より測定している。過去のJICAプロジェクトで導入された分光光度計、比色計、蒸留水製

造機、ケルダール装置一式、電子天秤、インキュベーター、オーブン、PHメーター、シェ

ーカー（振とう機）、粉砕機（土用）、粉砕機（植物用）、シードカウンター（2台）、土壌サ

ンプリング用オーガ、コアサンプラー、ドライシェルフ、種子保存用冷蔵庫などが現在で

も使用可能である。MIADが保有する実験機器はかなり古いものであり、既に故障している

機器もあったが、基本的には丁寧に使われている。なお、ドラフトが実験室内にあるが、

排気管が取り付けられていないため、使用不能であった。実験室を拡張する計画があると

のことであったが、その時期及び実現性については不明である。農業機械としては、乗用

トラクター1台、脱穀機、精米機、エアコンプレッサーなどを保有している。 

しかしながら、研究用小型脱穀機、研究用一株脱穀機、研究用小型精米機、研究用小型

唐箕などは、新たに購入する必要がある。 

停電は年に1～2回程度で、比較的安定しているとのことであった。水道については、地

下水をくみ上げている。この地下水については、無施肥水田への灌漑用にも使用可能であ

るとのことであった。 

試験圃場は、200エーカー（約81ha）ある。そのうち、MIAD本部建物に最も近い位置に

あるA1圃場（8エーカー≒3.2ha）の一部をSATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力）

用に提供可能であるとのことであった。また、MIAD本部のフェンスのすぐ外の敷地にビニ

ルハウスを設置することが可能であるとのことであった。 
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カウンターパートとなる研究者については、現在在籍しているスタッフの多くは

Rice-MAPP に参加しているため、2～3名の若手職員を他の支所から移動させ確保するか、

新たに雇用することにより、確保できるとのことであった。また、技術職員についても、

プロジェクトの専属とする場合、新たに雇用する必要がある。 

エンブに向かう幹線道路沿いにMIADのフィールド・ステーションがある。18エーカー（約

7.3ha）の水田があり、主に種子生産を行っている。フィールド・ステーションには素部屋

の居室、倉庫、作業スペースなどがあるが、電気、水道など基盤となる設備が整備されて

おらず、研究用に使用できる状況ではなかった。 

 

 

  

写真４：MIADの実験室 写真５：MIADの水田 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 試験圃場及びビニルハウスの設置が想定される場所 
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（3）KARIバイオテクノロジー研究所 

ナイロビのKARI本部の近く、ワイヤキロード沿いにあるバイオテクノロジー研究所では、

民間企業や公的機関との共同研究が行われており、遺伝子解析、土壌分析などを行うため

の施設が整備されていた。本プロジェクトの実施場所としては想定していないが、場合に

よっては何らかの協力を依頼することが考えられる。 

 

（4）KARIキボス支所 

KARIキボス支所は、キスムから車で30分ほどのところに位置する。新しい建物が1年半ほ

ど前に建てられたとのことで、研究所の施設は改善された感がある。新しい建物内に実験

室が1室設けられ、オートクレーブ、顕微鏡、電子天秤、インキュベーター、乾燥機、冷蔵

庫などの機材を設置しているとのことであった。しかしながら、新しい建物には水道が設

置されておらず、このため、実験室にも水道がなく、実験室として機能していない。実験

室は部屋に鍵がかかっており、中を見学することはできなかった。 

キボス周辺では、稲作は行われておらず、水稲に関する実験は、車で約1時間の距離にあ

るNIBアヘロ支所の試験水田で実施しているとのことであった。実施している実験は、IRRI

から受託している品種選抜試験とのことである。KARI本部で聞いたKARIキボスで行ってい

るというイネ育種は、この品種選抜試験のことであった。 

KARIキボス支所は、敷地内に50エーカー（約20ha）の圃場をもっている。ここでは、陸

稲の栽培試験を実施しているとのことであった。現状では灌漑施設を有していないが、近

くに川があるため、ポンプがあれば灌漑を行うことは可能であるとのことであった。 

同支所には研究者22名、技術職員2名が所属しており、イネ、綿花のほかさまざまな作物

に関する研究に取り組んでいるとのことであった。 

 

   

写真6：KARIキボスの新オフィス 写真７：KARIキボスの圃場 

 

（5）NIBアヘロ支所 

NIBアヘロ支所では、研究施設の改修を行っており、オフィス及び実験室のための建物の

改修が終了していた。水道及び電気は通じているものの、実験室には、実験機材などは設

置されていない。実験機材整備の申請が約2年前にNIB本部に受理されているとのことであ

るが、機材購入はまだ行われていない。 
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試験用の水田は、アヘロ及びウエストカノにある。NIBアヘロ支所の水田では、IRRIが 

KARIキボス支所と協力して実施している多品種マルチ・ロケーション・トライアルが行わ

れていた。イネ黄斑病（RYMV）が多く発生したとのことであった。なお、本トライアルは、

KARIムエア支所とも協力し、MIADセンターの圃場でも実施しているとのことであった。 

 

 

写真８：NIBアヘロの水田 

 

５－２－２ 育種 

（1）育種事業及び育種研究体制の現状 

農業省、KARI、水灌漑省/NIB/MIADなどの担当者と面会し、これら機関で行われている

育種事業及び研究に関して情報を得た。すべての担当者・研究者によれば、農業政策とし

てイネに重点が置かれていることを強調し、稲作における改善すべき問題点として冷害、

いもち病、乾燥ストレス、塩害などがあり、収量増加の妨げになっている。同問題に対応

するため、KARIやNIBではケニアの稲作地域に支所を設置し、研究を行っている。イネ育

種研究の観点からは、KARIとNIBの所掌の区分は現場レベルでは明確ではなく、どちらの

担当者もイネ育種に関して同じようなことを話していたが、一義的にはKARIが担当すると

のことであった。 

育種事業においては、品種作出・種子増殖・品種に合わせた栽培体系の最適化・普及な

どのステージがある。それぞれに体制整備が必要となるため、各分野で事業・研究が行わ

れていた。しかしながら、いずれもまだまだ不十分であり、特に育種の上流部分である交

配や選抜に関してはほとんど体制がなく、事業化されていないようであった。下流部分の

生産性試験・適応試験などは現地で栽培試験を行うやり方が主流であり、手っ取り早く成

果を得るためには正しいやり方であると思われるが、その反面、厳密な圃場管理による精

密なデータを得るにはやはり体制が不十分であるといえる。本プロジェクトにおいてこれ

らの問題点を改善できれば、イネ育種の基盤づくりに貢献できると考えられる。 

品種の作出においては、導入した品種を栽培試験により評価する試験研究が主体であっ

た。交雑育種を実施しているのはKARIムエアのジョン・キマニ博士のみであり、その他の

研究者は、栽培試験を中心とした研究に従事しているようであった。また、各地の試験地

においても栽培試験が育種事業・研究の内容であるとのことであった。種子増殖はKARIや

MIADセンターで力を入れており、Rice-MAPPなどのプロジェクトも参画していることから

今後は体制の成熟が見込まれる。栽培体系の研究に関しては、水田に試験区を設置して人
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為的に制御するような試験はMIADセンターのみで見られ、KARIムエアの研究者もMIADセ

ンターの圃場を利用しているとのことであった。 

 

（2）施設・備品類の状況 

本プロジェクトの主たるサイトの候補であるKARIムエア、MIADセンター、及びDNAマ

ーカー関連の研究を行っているKARIバイオテクノロジー研究所を視察した。これらの既存

のハードウェアを改善・整備し稼働させることは、プロジェクトPDMの活動１～３の項目

において特に重要である。 

 

（3）圃場 

イネ育種素材の系統維持・交配などを行うための圃場及び温室等が必要であるため候補

地を視察した。KARIムエアの水田は、研究所から悪路を20分ほど4WD車で行く必要があり、

日々の活動を行うには不便である。一方、陸稲に関してはKARIムエアの圃場は研究所に隣

接し、小さいながらも管理が行き届いており、研究者やサポートスタッフの優秀さが感じ

られた。交配に必要な温室や鳥獣害からイネを守る網室、作業場などはKARIムエアに設置

されているが、老朽化が進んでおり期待される機能を発揮できておらず、また水田からイ

ネを運んでくる距離が問題となる。これらのことから、交配育種機材を導入するには温室

等以外にも、研究所からのアクセスが容易な水田圃場の設置が必要であり、そのための灌

漑導入や圃場整備にあたって困難が伴うと予想される。 

MIADセンターは研究所に隣接した水田をもち、水がいつでも得られることや、農業機械

類へのアクセスの容易性などから圃場管理に関してアドバンテージがある。MIADセンター

からは、研究所建物から歩いて行ける距離にある既存の水田を温室・網室・試験用枠水田

に整備して使用してよいとの打診を受けており、交配用温室・網室や枠水田などを設置す

るには最良の候補であった。既存の水田を活用することから、当初から安定した条件での

試験を期待できる。 

 

（4）種子貯蔵庫 

種子貯蔵庫については、部屋（あるいはその一部）を密閉し、通常のエアコンで実現可

能な18℃程度で乾燥状態を維持できる場所の設定・使用を計画している。すぐにプロジェ

クトで使用できる場所は存在しなかった。MIADセンターにはジョモ・ケニヤッタ大学によ

る建物が1棟新築され、将来ジーンバンクとして使用されるとのことであった。しかしなが

ら、いつ、どのような種子貯蔵庫が設置されるかについての情報は得られなかった。また、

KARIムエアには建物として使用できそうな場所（実験室か？）は存在した。いずれにせよ、

種子を数年間保管するためには場所を確保し、種子貯蔵庫として新規に整備する必要があ

る。 

 

（5）DNAマーカー関連機器 

DNAマーカーの活用により、既知の有用遺伝子をもつ育種素材個体を迅速・確実に選抜

できるため、DNAマーカー選抜システムを今後の育種体制に組み込むことは必須である。

本プロジェクトでは、DNAマーカーを導入し、育種素材系統からのDNA抽出系の確立及び
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簡易なDNAマーカー選抜システムの導入を検討している。この実験を行う場所の候補とし

てKARIムエア、MIADセンター、KARIの実験室を視察した。KARIムエアの実験室は、主要

な備品として天秤くらいしかなく、実験担当の職員は線虫の系統保存をしている人員のみ

であり、ほぼ「空き家」であった。MIADセンターの実験室はスペースが十分ではないが、

主に土壌分析に活用されており、維持管理されていた。上記の2研究所ではDNA関連の実験

は全く行われていなかった。KARIでは、既にイネ以外の主要作物でDNAマーカー選抜や遺

伝子組換え植物の栽培を実施しており、そのための機材が導入済みであった。しかし、ナ

イロビに研究所があることや、本プロジェクトで行う多サンプルの処理に適した機器（数

百の多サンプルをまとめて処理可能な粉砕機や遠心機やPCR装置、電気泳動装置）が導入さ

れておらず、相応の整備が必要であると考えられた。 

 

（6）育種素材 

ケニアのイネ育種の有用な育種素材をきちんと見極めることは本プロジェクトの目標で

もあるが、研究所の水田においても、十分に遺伝的多様性をもつ素材が導入されていない

ようであり、Basmati370、ITA310、BW196、NERICA系統群、あるいはIRRIからの導入品種

など限られた系統を品種の候補としてそのまま栽培試験に用いていた。ケニアの研究者・

農家・消費者にさまざまなイネを見て／食べてもらうため、より多様なイネを導入するこ

とが急務であると考えられた。 

また、通常は、交配により育種素材の良い遺伝子を組み合わせ、そのなかから品種とな

りうる優れた系統を選抜する過程が育種の上流工程に存在するが、ケニアではほとんど行

われていないようであった。交配自体は容易な作業であり、研究者であればその重要性を

理解可能であると思われるが、研究者の努力の多くは、既存の導入系統のなかからの選抜

に払われており、手っ取り早い成果が求められているように見受けられた。本プロジェク

トでは交配機材を整備するだけでなく、既に交配により得ている雑種集団をケニアに持ち

込んで、現地の研究者とともに世代促進・調査・遺伝解析・選抜などを行う予定である。

この作業を現地研究者とともに行うことを通じて体制の整備と定着、稲作の問題点の明確

化や日本側も含めた研究者のレベルアップにつなげたい。 

種子のケニア国内への持ち込みに関しては、植物防疫関連の法律及び遺伝資源の権利関

係についてきちんと対応する必要がある。このため、KARIだけでなく、KEPHISなどの関連

機関との信頼関係を構築し、プロジェクトがスムースに実施できるよう努力が必要である。 

 

（7）研究者 

多くの研究者に会うことができたが、その多くは非常に多忙で、自分の研究テーマにつ

いて十分な時間をもてていないように感じられた。また資金・機材などのサポートが得ら

れる可能性も低いようであり、自由な発想で実験を行っている「雰囲気」が感じられなか

った。業務を事業として見た場合にも、共通の目標に向かう研究チームのような体制がと

られていないようであった。研究所のサポート体制は明らかに不十分であり、圃場や実験

室で働くサポートスタッフや学生は少なく、閑散としていた。 

KARIでは40歳台の研究者が一番若い研究者であり、定年延長のため若いスタッフがほと

んどいない。KARIのバイオテクノロジー部門のみ、数少ない若いスタッフと話ができた。
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定年延長がまもなく一区切りつくとのことなので、現在ケニア国内外で学ぶ若い研究者が

興味をもってイネの研究を行うようになることが望まれる。 

 

（8）所感 

今般の詳細計画策定調査のM/Mを署名するのに協議が難航した。同原因のひとつに、ケ

ニア側の“Breeding”や“Research”に関する認識が日本側と大きく異なることが挙げられ

る。“Breeding”に関しては、ケニア側は、育種の下流工程、すなわち「ある程度選抜され

た、あるいは導入した既存の品種候補のなかから最も良い物を選ぶ」作業であると認識し

ており、その上流である交配・世代促進・選抜などの「まったく新しい品種候補を作る」

部分は誰も（ジョン・キマニ博士を除いて）行う余裕がないように思われた。“Research”

に関しても、生産性が上がる手っ取り早い方法を探すことを“Research”と称し、その根底

を追求する姿勢があまり感じられないのは、残念に感じた。本プロジェクトを通じて、こ

のような状況から脱却し、ケニアにおけるイネ研究のピラミッドがより高く、広くなるよ

う、貢献したい。 
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第６章 団長所感 
 

６－１ タイムリーな研究案件 

急速に消費が伸びる一方生産増が追いつかないなか、育種と栽培技術の基礎研究を通じて将来

のコメの生産性向上と増産に貢献する本研究案件は、大変にタイムリーで有効であることが今回

確認された。 

 

６－２ KAROの設立の可能性 

（1）調査日程の冒頭、農業省事務次官より、KARO設立のための法案（Act）が現在国会審議中

であり、早ければ2012年11月中にも承認される見込みであると説明を受けた。これは政府に

現在設置されているさまざまな農業関係研究機関（KARI含む）は研究領域等が重複し、調整

されておらず非効率であるとの問題意識のもと、これらを1つの組織に統合して戦略的な運営

をめざすOne stop農業研究機関としてKAROを設立するとの趣旨である。最終的には10の研究

機関にまとめる予定で、最大の農業研究機関であるKARIも4つの機関に分化しKARI自体の存

在がなくなるとの由である。同次官からは、KAROが設立されれば農業省からは研究のマンデ

ートがなくなり、農業省の位置づけは理事会を通じたSuperviseのみになる、したがって本研

究案件はKARIと議論しフレームを定めてもらいたい、事業の詳細に同省が関与することはな

いと言及があった。 

 

（2）ただしKARIからのヒヤリングでは、KAROは大枠を定めるActのみがあるだけで、具体的に

どのように進めるのか一切議論の進展はなく、仮に近々に法案が成立したとしても、その実

行には半年～1年は優にかかる見込みとのこと、またKARIという名称はなくなるものの新しい

“Food Crop Research Institute”に稲作研究は引き継がれる見込みである。農政に深くかかわっ

ているJICAの稲作振興アドバイザーやJICA事務所も本件委細は承知しておらず、その具現性

には依然として不明瞭な部分が多い。また農業省事務次官が極めて本件取り組みに積極的な

一方、他のスタッフとの間に大きな温度差も正直感じるところである。現在そして当面はKARI

をカウンターパートに本プロジェクトを進め、仮にKAROが設立され軌道に乗った暁（3月の

総選挙後と思料）にはKAROをカウンターパートとすることになるが、いずれにしろ今後注意

深いフォローが必要である。 

〔なお現在水灌漑資源省傘下にある灌漑整備の機能は2013年3月の省庁改変で、農業省に再

統合される見込み。その際NIB（国家灌漑公社）も農業省に移動する由〕。 

 

６－３ プロジェクトサイトをめぐる議論 

（1）日本側の対処方針では、プロジェクトサイトを実験施設や圃場等が比較的整備されている

ことからムエアのMIADに想定していたものの、ケニア側の一部（稲作振興ユニット及び農業

次官）から強硬に「西部に拠点を置くべし」との主張があった。先方の理由としては、ムエ

アは既に多くの協力事業がなされているが、西部はコメ生産のポテンシャルが大きいにもか

かわらず対応が不十分、新憲法では開発に地域的な偏在があってはならないと定めているた

めとのこと。 



 

－33－ 

（2）ただし、直近のKR2調査において「農業機械の供与先は技術協力プロジェクトが行われてい

るムエアである」という日本側方針に対して、同じグループが同様なロジックで西部への供

与を強硬に主張したものの農業省事務次官の裁定により果たせなかったことを承知しており、

今回「敗者復活」を図ったのでないかということ、また主張する一派が西部の出身で利益誘

導を図った可能性が高いと推測された。 

 

（3）本プロジェクトは基礎的な研究のステージであり、研究環境の良好なところにリソースを

集中投資して、安定した質の高いレベルを保持する必要があること、次のステージでは育成

された種子を西部を含む各地で栽培実験する予定である方針を述べ、最終的にムエアのMIAD

（水稲）とKARI（陸稲）をベースプロジェクトサイトとすることでケニア側の了承を得た（た

だし現段階でも、いもち病の評価調査をアヘロ等で行うなど西部で一部地方展開を行う予定）。

ちなみに同省農業次官（省ナンバ2の実力者）は西部への拠点設置に執拗で、農業省との協議

を経た後でさえ、同郷のKARI所長に電話連絡しJICA側の方針（ムエア拠点）を却下するよう

働きかけるなど執拗な動きを見せたことを付言する。2013年3月の総選挙を控え実質的に既に

「選挙の季節」に入っていることから、かかる政治的な動きが台頭する素地になっていると

推定される。 

 

６－４ 持続性確保とKARIとの共働 

本研究案件は名古屋大学とケニア側研究者が長年培ってきた良好な関係基盤に、育成された研

究者をカウンターパートの核にして実施することを想定し成果が手堅いものと想定しているが、

それでは5年後にどのように組織としてその研究成果を受け継ぎ発展するかという持続性と発展

性の担保が本調査のトピックの1つであった。今回最終的にMIADは基本的に研究施設を活用する

場とすると整理し、カウンターパート機関をKARIという東アフリカ最大規模の国立農業研究機関

とし同機関から大変強いコミットメントを得られたことは、持続性担保の点から意義あることと

思料する。例えば、種子の輸出入の許認可、開発した種子の生産・流通、研究施設の利用（ナイ

ロビ本部にて）、カウンターパートの配置等でメリットが期待されよう。 

 

６－５ 今後の課題 

今後の課題としては、①KARO設立のプロセスと方向性、そして総選挙前後の動きについて注意

深いフォローと暫定期間において遅滞ない対応をケニア側（農業省とKARI）に求めていくこと、

②レベルの高いカウンターパートの時宜を得た配置、③運営コストのケニア側の負担、④西部へ

の拠点配置を主張するグループの「横やり」の防御と対応などが挙げられる。実施中のコメ関連

案件（Rice-MAPP、ムエア灌漑整備借款事業、農業アドバイザー等）との連携とシナジー効果の発

現にも強く留意する必要がある。最後に、来年（2013年）の総選挙は3月4日に予定されていると

ころ、前回（5年前）の大きな紛争の経験を踏まえ混乱に巻き込まれないよう、2013年2月早期の

R/Dの署名が必要であると思料、内部手続きを促進したい。 
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